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資料１－４ 



１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

 事後評価の実施にあたって、都道府県計画に記載した「事後評価の方法」に記載した事項

について、記載どおりの手続きを行ったかどうかを記載。 

 

☑ 行った 
（実施状況） 
 ・平成２８年９月１２日 千葉県医療介護総合確保促進会議において議論 
 

 □ 行わなかった 
 （行わなかった場合、その理由） 
 

 

 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 事後評価の方法に記載した審議会等の意見を聞いた際に指摘された主な内容を記載する

とともに、内容の末尾に審議会等名とその開催日時を記載すること。なお、主な内容につい

ては、審議会等の議事概要の添付も可とする。 

 

審議会等で指摘された主な内容 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  



２．目標の達成状況 

 
平成２７年度千葉県県計画に規定する目標を再掲し、平成２７年度終了時における目標の

達成状況について記載。 

 

 
■千葉県全体（目標） 
 
① 千葉県の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

 
 
 
 
この全体目標を達成するため、本県の医療提供体制の現状と課題を踏まえ、６つの

柱に沿って事業を展開する。 
  ６つの全体目標については、継続的な把握・点検が必要であることから２８年度  

計画以降もほぼ同一の指標を評価指標として採用している。 

このため、平成２７年度計画の後年度執行事業（２８年度以降）については、    

次年度以降の計画（２８年度以降）において一体的に評価を行うこととする。 

 
目標① 地域包括ケアの推進 

 

今後、急増することが見込まれる医療需要に対応するためには、入院・外来医療 
だけでなく、在宅医療の仕組みを整備していくとともに、医療や介護などが包括的に

確保された地域包括ケアシステムを構築していくことが必要となる。 
このため、高齢者だけではなく、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるための

対策を進めることとする。 
 
【定量的な目標値】 
・ 介護が必要になっても自宅や地域で暮らし続けられると感じる県民の割合 

４０．５％（平成２７年）→ 増加（平成２９年） 
＊計画策定時、平成 27年度数値は調査中であったが、今回、調査結果を反映。 

・ 訪問看護ステーション数 
２８４箇所（平成２６年度）→ 増加（平成２７年度） 

・ 在宅療養支援診療所数 
３４５箇所（平成２７年６月）→ 増加（平成２８年６月） 

・ 在宅療養支援歯科診療所数 
１７７箇所（平成２７年６月）→ 増加（平成２８年６月） 

・ 入院中の患者に対して退院時共同指導を実施している病院数 
３７箇所（平成２４年９月）→ 増加（平成２７年度） 

   

 

全体目標：安心で質の高い医療・介護サービスが受けられ、最期まで自分らしく 

生きられる千葉県を目指して 



 

目標② 医療機関の役割分担の促進 

 

人口当たりの病床数が全国平均の７割程度しかない本県では、効率的な医療提供 
体制をつくるために、医療機関の役割分担を進めることは大変重要である。 
今後、病床機能報告制度や地域医療ビジョンの策定によって、二次医療圏ごとに 

医療機能別の将来の必要量などを定めることになるが、地域医療ビジョン策定前で 
あっても、現状でも必要なものとして、救急医療や周産期医療の体制整備や、回復期

病床に係る整備などの病床の機能転換・強化等に係る事業は、先行して進めることと

する。 
  ＊（注）目標の再掲なのでビジョン策定前の記載となっています。 
【定量的な目標値】 

・自分が住み慣れた地域で安心して受診できる医療体制にあると感じている県民の 
割合 

５８．１％（平成２６年）→ ６６．０％（平成２９年） 
・回復期リハビリテーション病棟の病床数（人口１０万対） 

５４床（平成２７年４月）→ 増加（平成２９年４月） 
 
目標③ 医療従事者の確保・定着 

 

急速な高齢化に伴い、医療や介護を必要とする高齢者が急増することにより、医療

従事者がますます不足することが想定されており、医療従事者にとって魅力ある環境

づくりに努め、今後も安全で質の高い医療・介護を提供できる体制を確保する必要が

ある。 
このため、医療従事者が働きやすい職場をつくり、人材の確保・定着につながる 

対策を進めることとする。 
 

【定量的な目標値】 
・医師人数 

 １０，６９８人（平成２４年）→ 増加（平成２９年） 
・看護職員数  

４９，５４８人（平成２４年）→ 増加（平成２９年） 
・初期臨床研修修了者の県内定着率 

６１．１％（平成２６年３月修了者）→ 増加（平成２８年３月修了者） 
・看護職員の離職率 

１２．８％（平成２５年度）→ 低下（平成２７年度） 
・看護師等学校養成所卒業生の県内就業率 

６７．７％（平成２７年３月卒業生）→ 増加（平成２８年３月卒業生） 
・未就業看護職員の再就業者数 

１３１人（平成２６年度）→ １５０人（平成２７年度） 
 
 
 



目標④ 地域医療の格差解消 

診療科によって医師の偏在が大きく、医師の確保が特に難しい「周産期医療」や 

「小児（救急）医療」の担い手は全県的に不足している。 

このため、誰もがどこでも安心して医療が受けられるように、診療科によって異なる

課題に応じた対策を進めることとする。 

 

【定量的な目標値】 

・医療施設従事医師数（産科・産婦人科）（人口１０万対） 

７．１人（平成２４年）→ 増加（平成２７年） 

・医療施設従事医師数（小児科）（人口１０万対） 

１０．０人（平成２４年）→ 増加（平成２７年） 

・心肺停止状態で見つかった者の１ヵ月後の生存率 

１２．７％（平成２５年）→ 増加（平成２７年）※現状値に誤りあり修正（25.6%→12.7%） 

 

  目標⑤ 介護施設等の整備促進 

住み慣れた地域で継続して日常生活を営むことができるよう、地域密着型サービス

等の介護サービスの提供体制の整備を進める。また、本県は 65 歳以上の高齢者人口に

対する特別養護老人ホームや介護老人保健施設等の介護施設定員数は全国に比べて 

大幅に少ない状況であり、地域の実情に応じた施設整備を進める。 

 

【定量的な目標値】 

・介護が必要になっても自宅や地域で暮らし続けられると感じる県民の割合 

４０．５％（平成２７年）→ 増加（平成２９年） 

＊計画策定時、平成 27年度数値は調査予定であったが、今回、調査結果を反映。 

・「定期巡回随時対応型訪問介護看護」を実施している市町村数 

１５市町村（平成２６年）→ ３０市町村（平成２９年） 

・特別養護老人ホーム整備定員数（広域型・地域密着型） 

２１，９１７床（平成２６年）→ ２７，８８０床（平成２９年） 

・広域型特別養護老人ホーム  

２０，３２７ 床（平成２６年）→２２，１５１ 床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

１，５９０床（平成２６年）→ １，７９３ 床（平成２７年） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

６０９人／月分（平成２６年）→１，０１１人／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１３，３５９ 回／月分（平成２６年）→１５，８４４回／月分（平成２７年） 

・認知症高齢者グループホーム 

５，９６０人／月分（平成２６年）→６，５６３人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

１，７４２ 人／月分（平成２６年）→２，１９６人／月分（平成２７年） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

７８人／月分（平成２６年）→１４３人／月分（平成２７年） 



 

目標⑥ 介護従事者の確保・定着 

要介護等高齢者の急増が見込まれる中で、介護従事者は、離職率や入職者数を勘案

すると、大幅な不足が想定されている。介護従事者にとって魅力ある働きやすい職場

環境づくりに努め、人材の確保・定着につながる対策を進め、今後も質の高い介護を

提供できる体制を確保する。 

 

【定量的な目標値】 

・介護職の就労者数 

６５，８１４人（平成２４年）→ ７６，０００人（平成２７年） 

※計画策定時、目標数値は厚労省発表の暫定値（8.1 万人）であったが、確定値（7.6 万人）に修正 

・介護職員の離職率 

１６．４％（平成２５年）→ 減少（平成２７年） 

 

② 計画期間  平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

 



＜目標の達成状況＞ 

□千葉県全体（達成状況） 

 

目標① 地域包括ケアの推進 

１）目標の達成状況 

・ 介護が必要になっても自宅や地域で暮らし続けられると感じる県民の割合 
４０．５％（平成２７年） 

・ 訪問看護ステーション数 
２８４箇所（平成２６年度）→ ３１２箇所（平成２７年度） 

・ 在宅療養支援診療所数 
３４５箇所（平成２７年６月）→ ３５６箇所（平成２８年６月） 

・ 在宅療養支援歯科診療所数 
１７７箇所（平成２７年６月）→ ２１６箇所（平成２８年６月） 

・ 入院中の患者に対して退院時共同指導を実施している病院数 
３７箇所（平成２４年９月）→ 今後調査予定 

 

・在宅医療に関わる医療・福祉関係者による協議会の開催による連携強化や地域 

リハビリテーション支援体制の整備推進を図った。 

・在宅歯科に必要な医療機器の設備整備（30 施設）に助成し、在宅歯科医療の相談

窓口を設・運営した。 

・訪問看護ステーションの開設や運営管理などに関する総合相談窓口を設置・運営 

した。 

・退院支援における問題点が明確化され、退院支援に関するシンポジウム等を   

通して多職種連携体制を図った。 

・２０地区医師会において、在宅医療推進のための基本方針策定に向けた取り組み 

を実施し、市町村職員や介護関係者、県民を対象とした在宅医療に関する研修等を

実施した。 

 
 ２）見解 

・訪問診療、訪問歯科診療、訪問看護など、在宅医療の提供体制の整備が一定程度 
進んだ。 

 
３）各目標の継続状況 

  ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 
 



目標② 医療機関の役割分担の促進 

１）目標の達成状況 

・自分が住み慣れた地域で安心して受診できる医療体制にあると感じている県民の 
割合 

５８．１％（平成２６年）→ ６０．１％（平成２７年） 
・回復期リハビリテーション病棟の病床数（人口１０万対） 

５４床（平成２７年４月）→ ５４．５床（平成２８年４月） 
 

  ・回復期病床の体制整備を実施した。（６箇所） 
・医療情報連携システムを構築した。（１箇所） 
・がん診療施設整備を実施した。（３箇所） 

 
 

２）見解 

・ 回復期病床やがん診療施設の体制整備が一定程度進んだ。 
 

 ３）各目標の継続状況 

  ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 
 
 

 



 

目標③ 医療従事者の確保・定着 

１）目標の達成状況 

・医師人数  
１０，６９８人（平成２４年）→ １１，３３７人（平成２６年） 

・看護職員数 
４９，５４８人（平成２４年）→ ５２，６３６人（平成２６年） 

・初期臨床研修修了者の県内定着率 
６１．１％（平成２６年３月修了者）→ ５９．４％（平成２８年３月修了者） 

・看護職員の離職率 
１２．８％（平成２５年度）→ １１．９%（平成２６年度） 

・看護師等学校養成所卒業生の県内就業率 
６７．７％（平成２７年３月卒業生）→６７．３％（平成２８年３月卒業生） 

・未就業看護職員の再就業者数 
１３１人（平成２６年度）→ １８６人（平成２７年度） 
 

・ 病院内保育所の運営支援や勤務環境改善の相談を実施した。 
・看護師等学校養成所を新たに整備（3 箇所）し、県内看護師等学校養成所の 
１学年定員が増加した。 

・看護師等養成所の卒業生の県内就業率に応じた運営費の支援や看護師養成所の 
卒業後、県内で看護業務に従事しようとする者に対して修学資金の貸付を実施し、

また、 看護学生を受け入れる実習病院の設備整備を実施した。  
・未就業看護職者の再就業に向けた講習会等を開催し、再就業者が昨年度よりも 
増加した。 

・研修医に対する就職説明会や研修医が高度な医療技術を習得できる研修を実施し

た。 
・女性医師等の就労支援に取り組む医療機関を支援し、女性医師等の就労支援に 
取り組む医療機関が増加した。 

・薬剤師及び歯科衛生士の復職支援研修を実施した。 
 ２）見解 

  ・医療従事者が働きやすい職場環境の整備や人材の確保・定着が一定程度進んだ

が、医師キャリアアップ・就職支援センター運営事業や看護師等養成所運営 
支援事業などについては、目標に達しなかった。 

・引き続き次年度計画において、改善策の検討やその他の手法の検討などを図り

ながら、医師及び看護師確保対策事業を継続し、重点的に実施する。 
 
３）各目標の継続状況 

  ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 



 

目標④ 地域医療の格差解消 

１）目標の達成状況 

・医療施設従事医師数（産科・産婦人科）（人口１０万対） 

７．１人（平成２４年）→ ６．８人（平成２６年） 

・医療施設従事医師数（小児科）（人口１０万対） 

１０．０人（平成２４年）→ １０．３人（平成２６年） 

・心肺停止状態で見つかった者の１ヵ月後の生存率 

１２．７％（平成２５年）→ １４．３％（平成２６年） 

 ・医師不足病院医師派遣促進を実施し、４名の医師派遣を行った。 

 

・産科医確保・育成のために、産科医等の処遇改善等のための分娩手当や研修手当を

支給する医療機関に対して、その手当の一部を助成した。 

・新生児医療に従事する医師に対して処遇改善等のための手当を支給する医療機関に

対して、その手当の一部の助成を実施するとともに、小児救急医療の拠点となる 

病院の体制整備を行った。 

 

２）見解 

・周産期医療・小児救急医療については、一定程度整備されたが、産科医等確保・ 
育成事業などについては、目標に達しなかった。 

・引き続き次年度計画において、改善策の検討やその他の手法の検討などを図りなが

ら、医師確保対策事業を継続し、重点的に実施する。 
 
３）各目標の継続状況 

 
  ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

  



 

目標⑤ 介護施設等の整備促進 
 
１）目標の達成状況 

・介護が必要になっても自宅や地域で暮らし続けられると感じる県民の割合 

４０．５％（平成２７年） 

・「定期巡回随時対応型訪問介護看護」を実施している市町村数 

１５市町村（平成２６年）→ １６市町村（平成２７年） 

・特別養護老人ホーム整備定員数（広域型・地域密着型） 

２１，９１７床（平成２６年）→ ２３，６８１床（平成２７年） 

・広域型特別養護老人ホーム  

２０，３２７ 床（平成２６年）→２１，９７４ 床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

１，５９０床（平成２６年）→ １，７０７ 床（平成２７年） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

６０９人／月分（平成２６年）→４６９人／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１３，３５９ 回／月分（平成２６年）→１２，４８５回／月分（平成２７年） 

・認知症高齢者グループホーム 

５，９６０人／月分（平成２６年）→６，２００人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

１，７４２ 人／月分（平成２６年）→１，９１０人／月分（平成２７年） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

７８人／月分（平成２６年）→９３人／月分（平成２７年） 

 

 ・広域型特別養護老人ホームの整備に着手した。（１０箇所・８６０床） 

・地域密着型特別養護老人ホームの整備に着手した。（２箇所・５８床） 

・小規模多機能型居宅介護事業所の整備に着手した（２箇所） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を１箇所整備した 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所の整備に着手した（２箇所） 

・地域包括支援センターを８箇所整備した。 

 

２）見解 

・介護施設等の整備については、広域型特別養護老人ホームなど増加傾向であるが、

目標に達しない評価指標もあることから、次年度以降においても市町村等と連携し

ながら介護施設等の整備の推進を図っていく。 
 

 ３）各目標の継続状況 

  ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成 28 年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 



 

目標⑥ 介護従事者の確保・定着 

１）目標の達成状況 

・介護職の就労者数 

６５，８１４人（平成２４年）→ ６７，６００人（平成２５年） 

・介護職員の離職率 

１６．４％（平成２５年）→２０．８％（平成２７年） 

・生活支援コーディネーター養成研修を実施し、コーディネータ―を養成した。 

・地域における高齢者の社会参加と地域の担い手を養成する事業を実施した。 

・福祉人材の参入促進のために、福祉・介護体験等のセミナーの開催や合同面接会の

開催、就職相談等を実施した。 

・介護職員の資質向上のために、喀痰吸引の研修等を実施した。 

・認知症ケアに携わる人材育成のために、サービス事業管理者への研修やかかりつけ

医や病院勤務の医療従事者向け研修を実施した。 

・認知症初期集中支援チーム構築の支援を実施した。 

 

２）見解 

・個別事業においては介護従事者の確保・定着が一定程度進んでいるが、介護職の  

就労者数の増加幅は低く、離職率も目標に達しなかった。 
・引き続き次年度計画において、介護従事者確保・定着に関する事業の改善策の検討

やその他の手法の検討などを図りながら、介護従事者確保・定着事業を実施する。 
 

 ３）各目標の継続状況 

  ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成 28 年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 



 

■千葉区域（目標と計画期間） 

 

○千葉区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
① 医療 

千葉区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、病院数・

一般診療所数、一般病床数、医師数・看護師数など医療資源全般について上回ってお

り、在宅医療に関する資源が相対的に充実し、医療機関相互の連携も活発な区域で 
ある。 

一方、人口及び高齢人口が多く、今後の高齢人口の増加及び増加率が大きい区域で

ある。 
今後も、周産期医療、高度医療など、地域のニーズに即した診療機能の充実、在宅

医療体制の整備促進を図っていく。 
 

② 介護 
千葉区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が横ばいの中、７５歳

以上人口が２倍以上に急増することが見込まれている。 
特別養護老人ホームの整備は、高齢者人口１０万人対の全県平均値を下回っている

状況であり、増大する介護ニーズに対応するため、計画的な整備が必要である。 
また、要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県福祉

人材確保・定着地域推進協議会（千葉地域）を設置・開催し（年１回）、地域の施設、

事業所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護従事者の確保・ 
定着を図る。 

【定量的な目標値】 
・広域型特別養護老人ホーム  

２，７８２ 床（平成２６年）→３，０８２ 床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

５８床（平成２６年）→ ８７ 床（平成２７年） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

６４人／月分（平成２６年）→２１２人／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１，０５６回／月分（平成２６年）→１，２９０回／月分（平成２７年） 

・認知症高齢者グループホーム 

１，４７７人／月分（平成２６年）→１，５５５人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

１６６人／月分（平成２６年）→１８３人／月分（平成２７年） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

３５人／月分（平成２６年）→４１人／月分（平成２７年） 

 

○ 計画期間 

平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 



 

□千葉区域（達成状況） 

【継続中（平成27年度の状況）】 

１）目標の達成状況 

   ①医療 
全県の目標達成状況と同じ。 

  
  ②介護 
・広域型特別養護老人ホーム  

２，７８２ 床（平成２６年）→３，０８２ 床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

５８床（平成２６年）→ ８７ 床（平成２７年） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

６４人／月分（平成２６年）→７７人／月分（平成２７年） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１，０５６回／月分（平成２６年）→１，３５８回／月分（平成２７年） 

・認知症高齢者グループホーム 

１，４７７人／月分（平成２６年）→１，５１２人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

１６６人／月分（平成２６年）→１９９人／月分（平成２７年） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

３５人／月分（平成２６年）→２２人／月分（平成２７年） 

  

２）見解 

全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

 

３）目標の継続状況 

 

   ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成28年度計画における関連目標の記載ページ；P18） 

   □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

■東葛南部区域（目標と計画期間） 

 

 ○東葛南部区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
① 医療 

東葛南部区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、 
一般診療所数は上回っているものの、病院数は下回っており、一般病床数は大幅に

下回っている。医療従事者についても、医師数・看護師数ともに下回っている。 
また、この区域は、在宅医療の担い手が在宅療養支援診療所を除き、比較的少な

い状況である。一方、人口及び高齢人口が多く、今後の高齢人口の増加及び増加率

が大きい区域である。 
今後も、在宅医療機関の拡充と連携を促進するとともに、診療所の後方支援機能

や救急医療など地域のニーズに即した診療機能の充実を図っていく。 
 

② 介護 
東葛南部区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が微減の中、 

７５歳以上人口が２倍以上に急増することが見込まれている。 
特別養護老人ホームの整備は、高齢者人口１０万人対の全県平均値を下回ってい

る状況であり、増大する介護ニーズに対応するため、計画的な整備が必要である。 
また、要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県 

福祉人材確保・定着地域推進協議会（東葛南部地域）を設置・開催し（年１回）、 
地域の施設、事業所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護 
従事者の確保・定着を図る。 

【定量的な目標値】 
・広域型特別養護老人ホーム  

４，１８７ 床（平成２６年）→４，７３２床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

２８６床（平成２６年）→ ３１５ 床（平成２７年） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

２８２人／月分（平成２６年）→４１２人／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

２，８９５回／月分（平成２６年）→３，５６５回／月分（平成２７年） 

・認知症高齢者グループホーム 

１，２０９人／月分（平成２６年）→１，４７１人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

３７４人／月分（平成２６年）→４９３人／月分（平成２７年） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

０人／月分（平成２６年）→２５人／月分（平成２７年） 

 
○ 計画期間 

平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 



 

□東葛南部区域（達成状況） 

【継続中（平成27年度の状況）】 

１）目標の達成状況 

①医療 

全県の目標達成状況と同じ。 
 

②介護 

・広域型特別養護老人ホーム  

４，１８７ 床（平成２６年）→４，６８１床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

２８６床（平成２６年）→ ２８６ 床（平成２７年） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

２８２人／月分（平成２６年）→２１０人／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

２，８９５回／月分（平成２６年）→２，８９０回／月分（平成２７年） 

・認知症高齢者グループホーム 

１，２０９人／月分（平成２６年）→１，３０２人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

３７４人／月分（平成２６年）→４０３人／月分（平成２７年） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

０人／月分（平成２６年）→４人／月分（平成２７年） 

 

２）見解 

  全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

 

３）目標の継続状況 

 

   ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成28年度計画における関連目標の記載ページ；P19） 

   □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

■東葛北部区域（目標と計画期間） 

 

 ○ 東葛北部区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
① 医療 

東葛北部区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、 

歯科診療所数は上回っているものの、病院数・一般診療所数ともに下回っており、 

一般病床数も下回っている。医療従事者については、歯科医師数は上回っているも

のの、医師数・看護師数ともに下回っている。また、この区域は、在宅医療に関す

る資源が充実し、医療機関相互の連携も活発である。 

一方、人口及び高齢人口が多く、今後の高齢人口の増加及び増加率が大きい区域

である。 

今後も、区域の中核的病院の整備を図るとともに、救急医療など地域のニーズに

即した診療機能の充実、在宅医療体制の整備促進を図っていく。 

 

② 介護 

東葛北部区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が微減の中、 

７５歳以上人口が２倍以上に急増することが見込まれている。特別養護老人ホーム

の整備は、高齢者人口１０万人対の全県平均値を下回っている状況であり、増大す

る介護ニーズに対応するため、計画的な整備が必要である。 

また、要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県 

福祉人材確保・定着地域推進協議会（東葛北部地域）を設置・開催し（年１回）、 

地域の施設、事業所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護 

従事者の確保・定着を図る。 

【定量的な目標値】 

・広域型特別養護老人ホーム  

３，７９３床（平成２６年）→４，２３６床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

３４３床（平成２６年）→ ４３０ 床（平成２７年） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

２０１人／月分（平成２６年）→２５５人／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１，７１１回／月分（平成２６年）→１，９６４回／月分（平成２７年） 

・認知症高齢者グループホーム 

１，１３２人／月分（平成２６年）→１，２１４人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

４１５人／月分（平成２６年）→５０１人／月分（平成２７年） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

０人／月分（平成２６年）→５人／月分（平成２７年） 

○ 計画期間 

平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 



 

□東葛北部区域（達成状況） 

【継続中（平成27年度の状況）】 

 １）目標の達成状況 

    ① 医療 

全県の目標達成状況と同じ。 
 

  ②介護 
・広域型特別養護老人ホーム  

３，７９３床（平成２６年）→４，３２７床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

３４３床（平成２６年）→ ４０１ 床（平成２７年） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

２０１人／月分（平成２６年）→１２６人／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１，７１１回／月分（平成２６年）→１，５９１回／月分（平成２７年） 

・認知症高齢者グループホーム 

１，１３２人／月分（平成２６年）→１，２９９人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

４１５人／月分（平成２６年）→４５８人／月分（平成２７年） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

０人／月分（平成２６年）→５人／月分（平成２７年） 

 
２）見解 

 全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

 
 ３）目標の継続状況 

   ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成28年度計画における関連目標の記載ページ；P20） 

   □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

■印旛区域（目標と計画期間） 

 

 ○ 印旛区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
① 医療 

印旛区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、病院数・

一般診療所数ともに下回っており、一般病床数も下回っている。医療従事者につい

ては、看護師数は上回っているものの、医師数は下回っている。 

なお、この区域は、平成２２年から平成３７年までの高齢者人口の増加率が４９．

４％と全区域の中で最も高く、今後、急速に高齢化が進むことから、医療提供体制

の充実が急務となっている。また、在宅医療の担い手が在宅療養支援歯科診療所を

除き、比較的少ない状況である。 

今後も、在宅医療機関の拡充と連携を促進するとともに、救急医療など地域の 

ニーズに即した診療機能の充実を図っていく。 

 

② 介護 

印旛区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が微減の中、７５歳

以上人口が２倍以上に急増することが見込まれている。 

特別養護老人ホームの整備は、高齢者人口１０万人対の全県平均値を上回って 

いるものの、増大する介護ニーズに対応するため、計画的な整備が必要である。 

また、要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県 

福祉人材確保・定着地域推進協議会（印旛地域）を設置・開催し（年１回）、地域の

施設、事業所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護従事者の

確保・定着を図る。 

【定量的な目標値】 

・広域型特別養護老人ホーム  

２，６７８床（平成２６年）→２，９１４床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

２００床（平成２６年）→ ２００ 床（平成２７年） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

３０人／月分（平成２６年）→７０人／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

２，６８１回／月分（平成２６年）→３，２６７回／月分（平成２７年） 

・認知症高齢者グループホーム 

５８９人／月分（平成２６年）→６０３人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

２２７人／月分（平成２６年）→２８３人／月分（平成２７年） 

 

○ 計画期間 

 

平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 



 

□印旛区域（達成状況） 

【継続中（平成27年度の状況）】 

１）目標の達成状況 

① 医療 

全県の目標達成状況と同じ。 
 
 

  ②介護 

・広域型特別養護老人ホーム  

２，６７８床（平成２６年）→２，７５８床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

２００床（平成２６年）→ ２００ 床（平成２７年） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

３０人／月分（平成２６年）→３２人／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

２，６８１回／月分（平成２６年）→１，６０９回／月分（平成２７年） 

・認知症高齢者グループホーム 

５８９人／月分（平成２６年）→５７０人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

２２７人／月分（平成２６年）→２１１人／月分（平成２７年） 

 

２）見解 

  全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

   

３）目標の継続状況 

 

   ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成28年度計画における関連目標の記載ページ；P21） 

   □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

■香取海匝区域（目標と計画期間） 

 

 ○ 香取海匝区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
① 医療 

香取海匝区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、一

般診療所数は下回っているものの、病院数では上回っており、病床数も上回ってい

る。医療従事者については、歯科医師数は下回っているものの、医師数・看護師数

は上回っている。 

また、この区域は、在宅療養支援診療所と訪問看護ステーションの数は全県平均

とほぼ同水準であるが、医療機関相互の連携が十分とは言えない状況である。 

今後も、在宅医療機関の更なる連携を促進するとともに、診療所の後方支援機能

や救急医療など地域のニーズに即した診療機能の充実を図っていく。 

 

② 介護 

香取海匝区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が１割以上減少

する中、７５歳以上人口は約１．２倍に増加すると見込まれている。 

特別養護老人ホームの整備は、高齢者人口１０万人対の全県平均値を上回ってお

り、入所待機者数の増加も鈍化傾向にある。また、費用面で多床室を望む人が多い

など、地域により状況が異なることから、地域の実情に応じた施設整備が必要で 

ある。 

要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県福祉人材

確保・定着地域推進協議会（香取・海匝地域）を設置・開催し（年１回）、地域の 

施設、事業所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護従事者の

確保・定着を図る。 

【定量的な目標値】 

・広域型特別養護老人ホーム  

１，４３０床（平成２６年）→１，４４３床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

１９１床（平成２６年）→ １９１ 床（平成２７年） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１，０７２回／月分（平成２６年）→１，２１６回／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症高齢者グループホーム 

３６８人／月分（平成２６年）→３９０人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

１８２人／月分（平成２６年）→１９５人／月分（平成２７年） 

 

○ 計画期間 

 

平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

 



 

□香取海匝区域（達成状況） 

【継続中（平成27年度の状況）】 

１）目標の達成状況 

① 医療 

全県の目標達成状況と同じ。 
 

    

②介護 

・広域型特別養護老人ホーム  

１，４３０床（平成２６年）→１，４６０床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

１９１床（平成２６年）→ １６３ 床（平成２７年） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１，０７２回／月分（平成２６年）→１，００４回／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症高齢者グループホーム 

３６８人／月分（平成２６年）→３６０人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

１８２人／月分（平成２６年）→１９９人／月分（平成２７年） 

 

２）見解 

  全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

   

３）目標の継続状況 

 

   ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成28年度計画における関連目標の記載ページ；P22） 

   □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

■山武長生夷隅区域（目標と計画期間） 

 

○山武長生夷隅区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
① 医療 

山武長生夷隅区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、

病院数では上回っているものの、一般診療所数は下回っており、一般病床数は大幅

に下回っている。医療従事者については、医師数・看護師数が全県平均値を大幅に

下回っており、人口１０万対の産婦人科及び産科に従事する医師数は、県内で最も

少ない状況である。 
また、この区域は、在宅医療の担い手が少ない区域である。 
一方、地域医療の中核を担う医療機関が平成２６年４月に開院し、三次救急医療

体制が新たに整備されたところである。 
今後も、医師・看護師の確保対策が急務であるほか、地域の医療・介護資源の 

状況を踏まえて在宅医療の体制整備を進めるとともに、救急医療など地域のニーズ

に即した診療機能の充実を図っていく。 
②介護 

山武長生夷隅区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が１割以上

減少する中、７５歳以上人口は約１．４倍に増加すると見込まれている。特別養護

老人ホームの整備は、高齢者人口１０万人対の全県平均値を上回っているものの、

増大する介護ニーズに対応するため、計画的な整備が必要である。 
また、要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県 

福祉人材確保・定着地域推進協議会（山武・長生・夷隅地域）を設置・開催し 
（年１回）、地域の施設、事業所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に 
応じた介護従事者の確保・定着を図る。 
【定量的な目標値】 
・広域型特別養護老人ホーム  

２，３１６床（平成２６年）→２，４７２床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

１５５床（平成２６年）→ １５５ 床（平成２７年） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１，３２２回／月分（平成２６年）→１，７１９回／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症高齢者グループホーム 

５８２人／月分（平成２６年）→６３３人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

１５１人／月分（平成２６年）→２１１人／月分（平成２７年） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

２０人／月分（平成２６年）→２２人／月分（平成２７年） 

 
○計画期間 
平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 



 

□山武長生夷隅区域（達成状況） 

 

【継続中（平成27年度の状況）】 

  １）目標の達成状況 

① 医療 

全県の目標達成状況と同じ。 
 

    

②介護 

・広域型特別養護老人ホーム  

２，３１６床（平成２６年）→２，４５２床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

１５５床（平成２６年）→ １５５ 床（平成２７年） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

１，３２２回／月分（平成２６年）→１，５０３回／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症高齢者グループホーム 

５８２人／月分（平成２６年）→４６１人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

１５１人／月分（平成２６年）→１８５人／月分（平成２７年） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

２０人／月分（平成２６年）→２７人／月分（平成２７年） 

 

２）見解 

  全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

   

３）目標の継続状況 

 

   ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成28年度計画における関連目標の記載ページ；P23） 

   □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

■安房区域（目標と計画期間） 

 

 ○ 安房区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
 ① 医療 

安房区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、病院

数・一般診療所数、一般病床数、医師数・看護師数など医療資源全般について大幅

に上回っており、在宅医療に関する資源が県内で最も充実し、医療機関相互の連携

も活発な区域である。 

ただし、高齢化率（総人口に対する６５歳以上人口の割合）が３３．９％と全区

域の中で最も高い状況であること、また、地域の拠点病院である１医療機関に勤務

する医師・看護師を除くと、人口１０万対医師数・看護師数は全県平均値を大きく

下回る状況であることに留意する必要がある。 

今後も、救急医療など地域のニーズに即した診療機能や後方支援機能の充実を 

図っていく。 

② 介護 

安房区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が１６．２％減少 

する中、７５歳以上人口は約１．２倍に増加すると見込まれている。特別養護老人

ホームの整備は、高齢者人口１０万人対の全県平均値を上回っており、入所待機者

数の増加も鈍化傾向にある。また、費用面で多床室を望む人が多いなど地域により

状況が異なることから、地域の実情に応じた施設整備が必要である。 

要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県福祉人材

確保・定着地域推進協議会（安房地域）を設置・開催し（年１回）、地域の施設、

事業所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護従事者の確保・

定着を図る。 

【定量的な目標値】 
・広域型特別養護老人ホーム  

８３９床（平成２６年）→９１５床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

４９床（平成２６年）→ ４９ 床（平成２７年） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

２，１８７回／月分（平成２６年）→２，１４６回／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症高齢者グループホーム 

２３５人／月分（平成２６年）→２４９人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

９５人／月分（平成２６年）→１３７人／月分（平成２７年） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

２３人／月分（平成２６年）→２１人／月分（平成２７年） 

 
○ 計画期間 

平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 



 

□安房区域（達成状況） 

 

【継続中（平成27年度の状況）】 

１）目標の達成状況 

① 医療 

全県の目標達成状況と同じ。 
    

②介護 

・広域型特別養護老人ホーム  

８３９床（平成２６年）→９１３床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

４９床（平成２６年）→ ４９ 床（平成２７年） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

２，１８７回／月分（平成２６年）→２，１５４回／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症高齢者グループホーム 

２３５人／月分（平成２６年）→２７５人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

９５人／月分（平成２６年）→９３人／月分（平成２７年） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

２３人／月分（平成２６年）→１７人／月分（平成２７年） 

 
２）見解 

 

  全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

   

３）目標の継続状況 

 

   ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成28年度計画における関連目標の記載ページ；P24） 

   □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

■君津区域（目標と計画期間） 

 

○ 君津区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
 

① 医療 

君津区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、病院数

は上回っているものの、一般診療所数は下回っており、一般病床数は大幅に下回っ

ている。 

医療従事者については、医師数・看護師数ともに全県平均値を下回っている。 

また、この区域は在宅医療の担い手が特に少ない状況である。 

今後も、在宅医療機関の拡充と連携を促進し、地域の医療・介護資源の状況を 

踏まえて在宅医療の体制整備を進めるとともに、診療所の後方支援機能や救急医療

など地域のニーズに即した診療機能の充実を図っていく。 

② 介護 

君津区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が８．６％減少する

中、７５歳以上人口は約１．７倍に急増すると見込まれている。 

特別養護老人ホームの整備は、高齢者人口１０万人対の全県平均値を上回ってい

るものの、増大する介護ニーズに対応するため、計画的な整備が必要である。 

また、要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県 

福祉人材確保・定着地域推進協議会（君津地域）を設置・開催し（年１回）、地域

の施設、事業所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護従事者

の確保・定着を図る。 

【定量的な目標値】 

・広域型特別養護老人ホーム  

１，４７４床（平成２６年）→１，５２９床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

２５０床（平成２６年）→ ３０８ 床（平成２７年） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

３２人／月分（平成２６年）→５０人／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

４３５回／月分（平成２６年）→５７１回／月分（平成２７年） 

・認知症高齢者グループホーム 

１９４人／月分（平成２６年）→２２７人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

４４人／月分（平成２６年）→８９人／月分（平成２７年） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所  

０人／月分→２９人／月分 
 
○ 計画期間 

平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 



 

□君津区域（達成状況） 

 

【継続中（平成27年度の状況）】 

１）目標の達成状況 

① 医療 

全県の目標達成状況と同じ。 
    

②介護 

・広域型特別養護老人ホーム  

１，４７４床（平成２６年）→１，４７４床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

２５０床（平成２６年）→ ３０８ 床（平成２７年） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

３２人／月分（平成２６年）→１９人／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

４３５回／月分（平成２６年）→３９４回／月分（平成２７年） 

・認知症高齢者グループホーム 

１９４人／月分（平成２６年）→２０３人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

４４人／月分（平成２６年）→５８人／月分（平成２７年） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所  

０人／月分→１８人／月分 
 

 

２）見解 

   全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

   

３）目標の継続状況 

 

   ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成28年度計画における関連目標の記載ページ；P25） 

   □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

■市原区域（目標と計画期間） 

 

 ○ 市原区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 
① 医療 

市原区域は、平成２２年時点で人口１０万対の全県平均値と比較すると、病院数・

一般診療所数ともに下回っているものの、一般病床数はわずかに上回っている。 

医療従事者については、医師数・看護師数ともに全県平均値を上回っている。 

また、この区域は、在宅療養支援診療所と訪問看護ステーションの数は全県平均

とほぼ同水準であるが、医療機関相互の連携が十分とは言えない状況である。 

このほか、三次救急医療を確保するための救命救急センターが整備されていない

状況である。 

今後も、在宅医療機関の更なる連携を促進するとともに、救急医療など地域の 

ニーズに即した診療機能の充実を図っていく。 

② 介護 

市原区域では、平成２２年と平成３７年を比較すると、人口が６．６％減少する

中、７５歳以上人口は約２倍に急増すると見込まれている。特別養護老人ホームの

整備は、高齢者人口１０万人対の全県平均値を下回っている状況であり、増大する

介護ニーズに対応するため、計画的な整備が必要である。 

また、要介護者の増加による介護従事者の不足が懸念されることから、千葉県 

福祉人材確保・定着地域推進協議会（市原地域）を設置・開催し（年１回）、地域の

施設、事業所、教育機関、市町村等が連携して、地域の実情に応じた介護従事者の

確保・定着を図る。 

【定量的な目標値】 

・広域型特別養護老人ホーム  

８２８床（平成２６年）→８２８床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

５８床（平成２６年）→ ５８ 床（平成２７年） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

０人／月分（平成２６年）→１２人／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

０回／月分（平成２６年）→１０６回／月分（平成２７年） 

・認知症高齢者グループホーム 

１７４人／月分（平成２６年）→２２１人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

８８人／月分（平成２６年）→１０４人／月分（平成２７年） 

 

○計画期間 

平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

 

 



 

□市原区域（達成状況） 

 

【継続中（平成27年度の状況）】 

１）目標の達成状況 

① 医療 

全県の目標達成状況と同じ。 
    

②介護 

・広域型特別養護老人ホーム  

８２８床（平成２６年）→８２８床（平成２７年） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 

５８床（平成２６年）→ ５８ 床（平成２７年） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

０人／月分（平成２６年）→３人／月分（平成２７年） 

（目標値のサービスが提供されるよう施設の整備を行う。以下同じ。） 

・認知症対応型デイサービスセンター  

０回／月分（平成２６年）→０回／月分（平成２７年） 

・認知症高齢者グループホーム 

１７４人／月分（平成２６年）→２１８人／月分（平成２７年） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  

８８人／月分（平成２６年）→１０４人／月分（平成２７年） 

 

２）見解 

  全県目標①～⑥についての見解と同じ。 

   

３）目標の継続状況 

 

   ☑ 平成28年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成28年度計画における関連目標の記載ページ；P26） 

   □ 平成28年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


